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国家発展改革委員会弁公庁
再生モデルプロジェクトの強化に関する通知
 
各省、自治区、直轄市および計画単列市、副省レベル省都、新疆生産建設兵団発展改革委員会（経済委員会、経済貿易委員会、経済・情報化委員会）、各関係事業所：
科学的発展観を徹底して、循環型社会の発展を推進し、資源節約型・環境友好型社会の建設を加速するために、2008年、当委員会は自動車部品再生モデルプロジェクトをスタートさせた。現在、モデルプロジェクト事業は順調に進展し一定の成果を上げ、全国的に幅広い注目を集めている。2010年、国家発展改革委員会等11部門は共同で『再生産業発展の推進に関する意見』（以下、『意見』と略）を発布し、中国の将来の一定期間における再生産業発展を導くための構想、重点分野および主要任務を明確にした。2011年、全国人民代表大会の審議において可決された『第12次5カ年計画』計画要綱には、明確に「再生産業化」を循環型経済における重点プロジェクトの一つと定めている。『第12次5カ年計画』計画要綱の精神および『意見』で述べられた各事業の要求および任務を着実に実施するため、当委員会は再生モデルプロジェクトの強化を決定し、ここに関係する要求を以下のとおり通知する：
　　一、自動車部品再生モデルプロジェクトにおける確実な効果を上げる
　　（一）建設業務の着実な実施の加速化。『国家発展改革委員会弁公庁　自動車部品再生モデルプロジェクト実施に関する通知』（発改弁環資[2008]523号）の要求に基づき、再生モデルプロジェクト期間を2～3年とし、本年5月に期限を迎える。各モデルプロジェクト事業所は上級部門による認可された実施案に基づき、各要求を積極的に達成し、重点プロジェクトの建設をすみやかに推進し、予定の期日通り沿った生産を行い、効果をあげること。中央が予算を投じた支援プロジェクトは可能な限り早期に完成・検収を行い、中央財政における牽引効果を確実にあげること。
　　（二）評価・検収の実施。実施計画におけるプロジェクト目標を既に達成したモデルプロジェクト事業所については、9月20日までに、省レベル循環型経済発展総合管理部門に検収申請を提出し、審査後、当委員会に申請する。当委員会は関係部門と共同で専門家による評価・検収（評価・検収事業手順については添付一を参照のこと）を実施する。計画目標が達成されていないモデルプロジェクト事業所については、モデルプロジェクト期間を適宜延長することができる。ただし、遅くとも2011年末までには検収申請を行うこと。特別な原因が無いにもかかわらず、期限を越えて申請を行わないモデルプロジェクト事業所については、モデルプロジェクト資格を取り消す。
　　（三）フォローアップ・指導の強化。国は評価・検収に合格した事業所名簿を公表し、合格した製品を『再生製品目録』にリストアップする。モデルプロジェクト成果および事業経験を宣伝・紹介し、モデルプランの作成、現場視察会の開催などの方法による広報活動を行う。各地の循環型経済発展総合管理部門は評価・検収に合格した事業所のフォローアップを強化し、関係状況をすみやかに当委員会（資源節約・環境保護局）に報告する。
　　二、再生モデルプロジェクト範囲の合理的な拡大
　　国情に合った再生の発展を検討するため、当委員会は再生製品品目および範囲を含む再生モデルプロジェクト範囲の拡大を決定し、引き続き再生モデルプロジェクトを実施する。モデルプロジェクト事業においては、全国で代表的な、再生基盤を備えた企業を選定し、再生産業発展のための政策、管理制度および監督・管理システムのあるべき姿を引き続き模索する。再生関連技術基準、市場参入条件、流通監督・管理システムなどの確立のために経験を提供する。
　　（一）モデルプロジェクト内容および範囲の拡大・発展。
一、自動車部品再生製品範囲を合理的に拡大する。エンジン、トランスミッションなど製品の再生を引き続き行うことに加え、ドライブシャフト、オイルポンプ、ポンプ、ブースターポンプなどの部品再生を行う。
　二、トラクター、コンバインなど農業機械再生モデルプロジェクトを実施する。
　三、再生技術を有する企業による冶金、鉱山、化学工業などの業界への総合ソリューションおよび関連サービスの提供を奨励する。専門的な再生サービスモデルプロジェクトを実施する。
　　四、再生可能な使用済み部品の回収および再生製品販売ルートの整備を図り、関連ネットワーク建設モデルプロジェクトを実施する。
　五、再生に関わる国産専門的設備の生産および産業化への活用を進める。
　　（二）申告を早急に実施。申告条件（添付二を参照のこと）を満たす事業所は、所在地関係に基づいて所在地の省レベル循環型経済発展総合管理部門に申請を提出し、モデルプロジェクト申請報告書を作成する。申請報告書にはモデルプロジェクト事業所の基本状況（現在の生産規模、製品保有量）および再生事業基盤（製品のライセンス、使用済み部品の出所、再生製品販売ルート）、再生発展目標（原則として3年）などの内容を含むこと。同時に、企業営業許可書写し、法人登記証明書（エンジン、トランスミッションの再生を申請する事業所については再生ライセンス委託書）を提出する。中外合弁企業・外資企業または企業がグループの形式で申告を行う場合、具体的なプロジェクト所在地の省レベル部門に対して申告すること。
　各省レベル循環型経済発展総合管理部門は関連部門の意見を聴取した上で、申告事業所の条件および資料について真摯に審査を行う。11月15日までに申請報告書および推薦資料を当委員会（資源節約・環境保護局）に提出する。各省の推薦数は計3カ所以内とする。
　　（三）審査による名簿確定。当委員会は関係部門と共同で専門家を集め、推薦された事業所から送付された申請報告書について審査を行い、再生モデルプロジェクト事業所第一次選定名簿を確定する。かつ、モデルプロジェクト事業所に対し実施計画の作成を指導する。専門家による実施計画審査を通過した事業所に対して、当委員会は正式文書を送付し、再生モデルプロジェクト事業所として認定する。
　　三、支援の強化
　　（一）支援政策の着実な実施。当委員会は中央予算から投資を受けたモデルプロジェクト事業所による重点プロジェクト、技術の研究開発、使用済み部品逆方向回収システムおよび資源循環利用プロジェクト建設に対して必要な資金援助を行う。循環型経済の発展のための投融資政策措置を積極的かつ着実に支援し、当委員会などの部門が発布した『循環型経済の発展支援のための投融資政策措置についての意見に関する通知』（発改環資[2010]801号）の要求に基づいて、国家モデルプロジェクト事業所として認められた再生企業に対して、信用融資を含む多元的な融資支援を行う。すでに確立された再生技術、技能、設備および製品を優先的に国の奨励する関連目録にリストアップする。
　　（二）優遇措置の整備。当委員会と財政部は関係部門と共同で『再生製品目録』作成チームを設立し、モデルプロジェクトの状況に応じて、新製品基準に符合し、すでに量産化された再生製品をリストに登録し、優遇政策を与え、政府機関、公共事業機関による優先的な再生製品の利用を奨励する。
　　（三）技術研究開発の奨励。科学研究機関および企業が協力して難題を解決し、産業化モデルとなることを奨励する。生産企業、研究計画事業所によるリサイクルしやすい、環境配慮型設計を支援する。再生製品設計技術および製品余剰寿命の評価、経済的で環境に優しい解体、洗浄、非破壊検査等の技術研究開発を進め、海外の先進技術および国内のすでに確立された、かつ合理的な技術の連携を強化し、可能な限り早期に再生コア技術設備の研究開発生産システムを確立する。
　　（四）先進的で、実用的な技術の普及。オートメーションナノ顆粒複合電解加工技術、プラズマクラッディング技術などのすでに確立された、かつ実用的な中国独自の再生技術を普及させる。国が設立を検討している再生分野の国家エンジニアリング研究センター（エンジニアリング実験室）は、検収・評価に合格した企業および再生モデルプロジェクト事業所に対して技術的支援を行う。
　　（五）サービスシステムの整備。メンテナンスネットワークの一部における（自動車「4S（セールス、スペアパーツ、サービス、サーベイ）」店を含む）再生製品専門コーナー・再生製品チェーン店モデルおよびアフターサービス拠点の設立を推進する。再生製品情報検索システムをすみやかに確立する。
　　（六）普及広報活動の強化。国は再生技術、製品、技術設備展示会の開催、再生製品体験館および再生産業発展フォーラムなど多様な形を通じて、再生についての知識普及に努め、ユーザーおよび消費者の再生製品使用を促す。
　　四、監督・管理引き締めの適切な実施
　廃棄として申告された自動車部品を原料として再生を行う場合、国の関連法律法規に合致すること。再生製品は法の規定に基づき、わかりやすい場所に再生製品と表示しなければならない。表示をしていない製品については法により処罰する。当委員会が新たに選定した、およびモデルプロジェクト検収に合格した自動車部品メーカーについては、当委員会、国家工商総局が発行したラベルにより表示を行うことができる。当委員会は国家工商総局と共同で不定期にサンプリング調査を行い、要求を満たさないものについては、期限を設けて是正を命じる。是正後も要求を満たさないものについては、再生モデルプロジェクト資格を取り消す。
　各レベル循環型経済の発展総合管理部門は関係部門と共同で再生モデルプロジェクト事業所に対する監督・管理を強化し、モデルプロジェクト事業所が国の産業政策、環境保護法規および基準を厳格に遵守し、業務を執行するよう努力する。
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　　添付：一、自動車部品再生モデルプロジェクト評価・検収事業手順
　　　　　二、再生モデルプロジェクト事業所申告条件
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